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1.はじめに 
 2016 年（平成 28 年）4 月に発生した熊本
地震では、震度 7 を観測する地震が 2 度も発
生し、消防省が発表した公共建築物の被害は
311 棟確認されている。なかでも、宇土市、八
代市、益城町、大津町、人吉市の計 5 市町の
本庁舎が損壊、余震で倒壊の恐れがあること
から、使用の中止や、役場機能を移動するこ
とが起きた。 
 公共建築物が使用中止などで機能性を失う
ことは、人々の生活に影響を与えるため、機
能維持のための対策が必要である。 
 公共建築物の耐震性や機能維持を評価する
ものとして、耐震判定指標がある。これは、構
造体の崩壊の危険度を評価しており、公共建
築物の場合、用途指標から建物の重要度に応
じて値を変化させている。しかし、実際の地
震被害では、外壁や内壁の破壊、天井材の脱
落、窓ガラスの破損などの非構造部材の被害
によって、機能性が失われている。また、ライ
フラインなどのエネルギー供給の停止、業務
継続に必要な主要機器の故障なども関連する
ことから、構造体のみでの機能維持は適切で
はなく、その上で用途指標の値を変化させる
ことは、耐震性が高い建物であっても機能の
確保まで繋がらないと考えられる。 
 
2.研究目的 
 本研究では、公共建築物の適切な機能維持
のために、診断対象を明らかにし、その評価
手法と判定方法を検討した地震時機能診断を
考える。 

3.診断対象 
 診断対象を明らかにするために実際に発生
した地震被害と BCP を用いる。地震被害の事
例には、熊本地震、新潟中越地震、阪神淡路大
震災、東日本大震災を参考にする。それぞれ
の地震において、被害を受けた対象を取り上
げ、影響を受けるものを診断対象とする。ま
た、BCP によって業務継続や非常時優先業務
を行うために必要なものを把握する。 
 地震被害と BCP から、公共建築物の耐震性
と機能維持を確保するためには構造体、非構
造部材、設備、地盤、電気、水道、ガス、通信、
モノ、人、情報、お金、インフラが必要である
と考えられ、これらを確保するための評価手
法と判定方法を検討する。 
 
4.評価手法と判定方法 
 診断対象の耐震性と機能維持を確保するた
めに既存の評価手法を採用する。ただし、こ
れに適応しないと考えられるものは、その部
分について指摘する。 
 
・構造体 
 耐震判定指標による建物の崩壊の危険性の
評価。応急危険度判定による被災建築物と敷
地、周囲建築物の当面の使用可否の判定。 
 
・非構造部材 
 非構造部材の耐震設計施工指針による非構
造部材の耐震安全性の確保。ただし、機能上
建物から突出して取り付けられる外部非常階
段やひさしなどには適応しない。 



 既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断
基準同解説の非構造部材耐震指標の算定。た
だし、外壁のみに適用であり、天井材や内壁
には適用しない。 
 
・設備 
 非構造部材の耐震設計施工指針による設備
機器の取合い部の耐震安全性の確保。建築設
備の耐震設計による固定方法の検討。ただし、
設備機器の強度や設備の種類によって固定方
法が異なるため、評価を行うことは難しい。 
 
・地盤 
 耐震判定指標の地盤指標による地盤、地形、
地盤と建物相互作用を考慮した補正係数の推
定。ただし、地震被害で液状化現象による地
盤崩壊などが起きており、杭による固定につ
いても具体的な許容範囲が分からないため、
調べる必要がある。 
 
・電気、水道、ガス、通信 
 BCP による非常時に使用する予備品の用
意などの対応策の有無。 
 
・モノ 
 地震時の家具の転倒可能性の簡易評価手法
による評価。東北大学教育研究用機器転倒防
止技術指針による転倒、落下の防止対策の有
無。 
 
・人、情報、お金 
 BCP による非常時優先業務の作成。 
 
・インフラ 
 社会生活基盤施設の被害状況に影響される
ため、現状では評価手法がない。 
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